
 

自然災害を考慮して安全な処分に万全を期すため 

避けるべき地域に関する評価項目・評価基準 

評価項目 評価基準 評価に使用する既存知見 

１）地すべり 地すべり危険箇所に該当するエリア ・国土数値情報（国土交通省） 

地すべり地形箇所に該当するエリア ・地すべり地形分布図データベース（防

災科学技術研究所） 

２）斜面崩壊 砂防指定地に該当するエリア ・20万分の１土地保全基礎調査（国土交

通省） 

・旧国土庁土地局土地保全図 

・県提供データ 

急傾斜地崩壊危険箇所に該当するエリア ・国土数値情報（国土交通省） 

深層崩壊渓流区域（相対的な危険度の高い渓

流区域）に該当するエリア 

・深層崩壊渓流レベル評価マップ（国土

交通省） 

勾配 30度以上の傾斜地に該当するエリア ・数値地図 25000（国土交通省）の 50m

メッシュ標高データから、ＧＩＳソフ

トの計算機能を用いて算出 

３）土石流 土石流危険区域に該当するエリア ・国土数値情報（国土交通省） 

土石流危険渓流に該当するエリア ・国土数値情報（国土交通省） 

４）洪水 洪水浸水区域に該当するエリア ・河川管理者（国・県）提供データ 

５）雪崩 雪崩危険箇所に該当するエリア ・国土数値情報（国土交通省） 

・県提供データ 

６）地震（活断層

及びその周辺） 

活断層・推定活断層から 300m以内のエリア ・活断層詳細デジタルマップ（東京大学

出版会） 

・活断層データベース（産業技術総合研

究所ＨＰ） 

７）津波 ①または②に該当す

るエリア 

①東日本大震災にお

ける津波到達（浸水

域）ラインより海側の

エリア 

・津波到達（浸水域）ラインデータ（東

大生産技術研究所） 

②各県で想定される

津波浸水区域に該当

するエリア 

・千葉県津波浸水予測図 

・茨城県津波浸水想定図 

・宮城県津波浸水域予想図 

８）火山噴火 ・火山防災のために監

視・観測体制の充実等

の必要がある 47火山

の火口周辺が対象 

・ハザードマップが作

成されている場合は

①、いない場合は②を

採用する 

①火砕流・火砕サージ

の予測範囲エリア 

・火山防災のために監視・観測体制の充

実等の必要がある火山（気象庁） 

・対象火山の火山ハザードマップ（国土

交通省、県、市町村） 

②噴火警戒レベル３

（入山規制）に相当す

る火口から 4km以内

のエリア 

・火山防災のために監視・観測体制の充

実等の必要がある火山（気象庁） 

・噴火警戒レベル（火山防災協議会） 

９）陥没 炭鉱等鉱山跡、地下採石場跡、防空壕、カル

スト地形等のエリア及び道路・鉄道トンネル

の直上 

・鉱山跡：地圏環境インフォマティクス

システム（東北大学大学院環境科学研

究科） 

・地下採石場跡（大谷石採石場跡）：栃

木県地域防災計画（栃木県） 

・防空壕：国土交通省地下壕分布図（国

土交通省、農林水産省） 

・カルスト地形：第３回自然環境保全基

礎調査（環境庁）          

・道路・鉄道トンネル：電子国土基本図

（国土交通省） 

  

 



 

自然環境を特に保全すべき地域に関する評価項目・評価基準 

評価項目 評価基準 評価に使用する既存知見 

１）自然環境・風致

の保全 

自然公園特別地域に該当するエリア 

自然公園（国立・国定）の普通地域に該当

するエリア 

・国土数値情報（国土交通省） 

原生自然環境保全地域に該当するエリア ・国土数値情報（国土交通省） 

自然環境保全地域特別地区に該当するエリ

ア 

・国土数値情報（国土交通省） 

２）鳥獣等動植物の

保護 

鳥獣保護区特別保護地区に該当するエリア ・国土数値情報（国土交通省） 

生息地等保護区管理地区に該当するエリア ・生息地等保護区の一覧（環境省ＨＰ） 

３）国有林の保全 保護林として指定されているエリア ・林野庁ＧＩＳ（農林水産省） 

緑の回廊として指定されているエリア ・林野庁ＧＩＳ（農林水産省） 

レクリエーションの森として指定されてい

るエリア 

・林野庁ＧＩＳ（農林水産省） 

ふれあいの森として指定されているエリア ・林野庁ＧＩＳ（農林水産省） 

 

 

 

史跡・名勝・天然記念物等の保護地域に関する評価項目・評価基準 

評価項目 評価基準 評価に使用する既存知見 

１）史跡・名勝・天然記念物所

在地 

史跡・名勝・天然記念物所在地 ・国指定文化財等データベース（文部

科学省） 

 


